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業務目的
主要成果物、情報名

決算実施に際し、最新の商法、証取法、税法関係の通達等を検討し、実施に反映する。
商法証取法、証取法、税法改正時の業務への影響、変更点の検討メモ

インプット情報（情報名、入手先、主要項目など）

商法資料
証取法資料
税法資料


業務実施上のポイント


・法規改正時にタイムリ（目標1～2か月以内）に変更点を要約する。
・業務変更点の改正前・後を分析整理する。
・法規改正点が社内業務方式へ影響するかどうかを分析する。
・対応方向の代替案を作成する。
・代替案の社内検討方式の立案。


処理頻度
半期
時点





担当者
坂本・富田






アウトプット情報（情報名、配布先、主要項目など）

・関連各部署へ連絡する。
・改正法規の要約、新・旧比較
・業務への影響点
・社内検討方式案
など

C10





法規文書課より





税法資料





証取法資料





商法資料





検討メモ








